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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　導電部材を接続するための端子台を備え、
　前記端子台は、
　端子と、
　前記導電部材を前記端子に接した状態に保持する第一状態と、当該導電部材を解放する
第二状態とを、移動により切り替える可動留具と、
　前記第一状態及び前記第二状態の少なくとも一方において、前記可動留具の少なくとも
一部を収容する収容部と、
　前記収容部に設けられた通気口とを有する、電力変換装置。
【請求項２】
　電力変換用の回路素子を更に備え、
　前記通気口は、前記端子台と前記回路素子とが並ぶ方向の一方側から見て、前記回路素
子と重なる位置に設けられている、請求項１記載の電力変換装置。
【請求項３】
　前記回路素子を含む複数の回路素子を備え、
　前記複数の回路素子は、前記端子台と前記回路素子とが並ぶ方向の前記一方側から見て
互いに重ならないように配置された二つの回路素子を含む、請求項２記載の電力変換装置
。
【請求項４】
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　前記端子台は、前記通気口を含む複数の通気口を有し、
　前記端子台と前記回路素子とが並ぶ方向に交差する少なくとも一方向において、前記複
数の通気口は、前記複数の回路素子に比べ広範囲に亘って設けられている、請求項３記載
の電力変換装置。
【請求項５】
　前記回路素子及び前記端子台を含む本体と、
　前記本体を設置箇所に固定するための固定具とを備え、
　前記固定具が前記本体を前記設置箇所に固定した状態において、前記端子台と前記回路
素子とが鉛直方向に並ぶように構成されている、請求項２～３のいずれか一項記載の電力
変換装置。
【請求項６】
　前記固定具が前記本体を前記設置箇所に固定した状態において、前記端子台が前記回路
素子の下に位置するように構成されている、請求項５記載の電力変換装置。
【請求項７】
　気流を発生させるためのファンを有する第一部分と、前記気流に交差する方向にて前記
第一部分との間を仕切られた第二部分とを備え、
　前記端子台は前記第二部分に設けられている、請求項１～６のいずれか一項記載の電力
変換装置。
【請求項８】
　前記第一状態及び前記第二状態の少なくとも一方において前記可動留具が占める領域と
、前記通気口が設けられている領域とが、前記可動留具の移動経路に沿う方向において互
いに重複している、請求項１～７のいずれか一項記載の電力変換装置。
【請求項９】
　前記収容部は、前記可動留具の少なくとも一部が前記第二状態において前記収容部外に
位置し、前記第一状態において前記収容部内に位置するように構成されている、請求項１
～８のいずれか一項記載の電力変換装置。
【請求項１０】
　前記可動留具は、前記第一状態において前記収容部内に位置し、前記通気口に連なる開
口を有する、請求項９記載の電力変換装置。
【請求項１１】
　前記端子台は、前記収容部内に少なくとも一部が設けられ、前記可動留具を移動させる
スクリューを更に有する、請求項１～１０のいずれか一項記載の電力変換装置。
【請求項１２】
　電力変換用の回路素子と、
　鉛直方向に沿って前記回路素子に並び、導電部材を接続するための端子台とを有する電
力変換装置を備え、
　前記端子台は、
　端子と、
　前記導電部材を前記端子に接した状態に保持する第一状態と、当該導電部材を解放する
第二状態とを、移動により切り替える可動留具と、
　前記第一状態及び前記第二状態の少なくとも一方において、前記可動留具の少なくとも
一部を収容する収容部と、
　前記収容部に設けられた通気口とを有する、電力変換システム。
【請求項１３】
　前記電力変換装置を含む複数の電力変換装置を備え、
　前記複数の電力変換装置は、下方から見て、隣り合う前記電力変換装置の前記通気孔同
士が重ならないように、鉛直方向に交差する方向に沿って並んでいる、請求項１２記載の
電力変換システム。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
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【０００１】
　本開示は、電力変換装置及び電力変換システムに関する。
【背景技術】
【０００２】
　特許文献１には、ポンプ制御盤内に設置されるインバータ装置が開示されている。
【先行技術文献】
【特許文献】
【０００３】
【特許文献１】特開平１１－２２５４９８号公報
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【０００４】
　上記インバータ装置のように、電力変換装置は、制御盤内等の様々な場所に設置して用
いられる。このため、電力変換装置には一層の小型化が望まれている。本開示は、小型化
を図ることが可能な電力変換装置及び電力変換システムを提供することを目的とする。
【課題を解決するための手段】
【０００５】
　本開示に係る電力変換装置は、導電部材を接続するための端子台を備え、端子台は、端
子と、導電部材を端子に接した状態に保持する第一状態と、当該導電部材を解放する第二
状態とを、移動により切り替える可動留具と、第一状態及び第二状態の少なくとも一方に
おいて、可動留具の少なくとも一部を収容する収容部と、収容部に設けられた通気口とを
有する。
【０００６】
　本開示に係る電力変換システムは、電力変換用の回路素子と、鉛直方向に沿って回路素
子に並び、導電部材を接続するための端子台とを有する電力変換装置を備え、端子台は、
端子と、導電部材を端子に接した状態に保持する第一状態と、当該導電部材を解放する第
二状態とを、移動により切り替える可動留具と、第一状態及び第二状態の少なくとも一方
において、可動留具の少なくとも一部を収容する収容部と、収容部に設けられた通気口と
を有する。
【発明の効果】
【０００７】
　本開示によれば、装置の小型化を図ることができる。
【図面の簡単な説明】
【０００８】
【図１】端子台の斜視図である。
【図２】図１中のＩＩ－ＩＩ線に沿う断面図である。
【図３】図１中のＩＩＩ－ＩＩＩ線に沿う断面図である。
【図４】端子台の平面図である。
【図５】スクリューの取り出し手順を示す図である。
【図６】スクリューの取り出し手順を示す図である。
【図７】スクリューの取り出し手順を示す図である。
【図８】端子台の変形例を示す模式図である。
【図９】端子台の他の変形例を示す模式図である。
【図１０】電力変換装置の斜視図である。
【図１１】電力変換装置の分解斜視図である。
【図１２】電力変換装置の後側からの斜視図である。
【図１３】電力変換装置の第二部分における通気経路を示す模式図である。
【図１４】端子台と回路素子との下方から見た場合の位置関係を示す模式図である。
【図１５】電力変換システムの構成例を示す模式図である。
【図１６】電力変換システムの他の構成例を示す模式図である。
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【発明を実施するための形態】
【０００９】
　以下、実施形態について、図面を参照しつつ詳細に説明する。説明において、同一要素
又は同一機能を有する要素には同一の符号を付し、重複する説明を省略する。
【００１０】
１．端子台
　まず、本実施形態に係る端子台について説明する。端子台は、導電部材を接続するため
の少なくとも一つの端子を有し、例えば電気機器の入出力ポートの構成要素として利用可
能である。本実施形態に係る端子台は、少なくとも端子と、可動留具と、収容部と、通気
口とを備える。可動留具は、導電部材を前記端子に接した状態に保持する第一状態と、当
該導電部材を解放する第二状態とを、移動により切り替える。収容部は、第一状態及び第
二状態の少なくとも一方において、可動留具の少なくとも一部を収容する。通気口は、収
容部に設けられている。
【００１１】
（１）端子台の具体的構成例
　以下、図１～３を参照し、本実施形態に係る端子台１の具体的な構成例を示す。端子台
１は、端子１０と、可動留具２０と、スクリュー３０と、ケース４０とを有する。各要素
の配置関係の説明においては、第一方向Ｄ１と、第一方向Ｄ１に交差（例えば直交）する
第二方向Ｄ２と、第一方向Ｄ１及び第二方向Ｄ２に交差（例えば直交）する第三方向Ｄ３
とを用いる。各図においては、Ｘ軸に沿う方向が第一方向Ｄ１であり、Ｚ軸に沿う方向が
第二方向Ｄ２であり、Ｙ軸に沿う方向が第三方向Ｄ３である。
【００１２】
　端子１０は、例えば電線の芯線等の導電部材ＣＤ１を接続するための要素であり、金属
等の導電性の材料により構成されている。一例として、端子１０は、第一方向Ｄ１に交差
（例えば直交）した板状体であり、第二方向Ｄ２に沿って延びている。
【００１３】
　可動留具２０は、導電部材ＣＤ１を端子１０に接した状態に保持する第一状態と、当該
導電部材ＣＤ１を解放する第二状態とを、移動により切り替える。可動留具２０の移動経
路ＭＲ１は、第一方向Ｄ１に沿っている。可動留具２０は、金属等の導電性の材料により
構成されていてもよい。
【００１４】
　一例として、可動留具２０は、第一部分２１と、第二部分２２と、第三部分２３と、第
四部分２４とを有する。第一部分２１は、第一方向Ｄ１の一方側（例えばＸ軸正側）から
端子１０に対向し、第二部分２２は第一部分２１の逆側から端子１０に対向する。第一部
分２１は、後述のスクリュー３０をねじ込むための貫通した雌ねじ孔２５を有する。第三
部分２３は、第三方向Ｄ３の一方側（例えばＹ軸正側）から端子１０に対向し、その両端
部は第一部分２１及び第二部分２２にそれぞれ接続されている。第四部分２４は、第三部
分２３の逆側から端子１０に対向し、その両端部は第一部分２１及び第二部分２２にそれ
ぞれ接続されている。
【００１５】
　以上の接続関係により、第一部分２１、第二部分２２、第三部分２３及び第四部分２４
は、端子１０を包囲する環状体を構成する。換言すると、可動留具２０は、第一部分２１
、第二部分２２、第三部分２３及び第四部分２４に囲まれた領域に、開口２６を有する。
【００１６】
　スクリュー３０は、移動経路ＭＲ１に沿って可動留具２０を移動させる。スクリュー３
０は、例えばボルトであり、ねじ部３１と頭部３２とを有する。ねじ部３１は、端子１０
の逆側から雌ねじ孔２５にねじ込まれている。
【００１７】
　このような構成によれば、ねじ部３１の先端部（頭部３２の逆側の端部）が端子１０に
接した状態にてスクリュー３０を回転させることにより、可動留具２０を移動させること
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ができる。例えばスクリュー３０を締め込む方向に回転させると、ねじ部３１のうち端子
１０と第一部分２１との間に位置する部分が長くなる。これに伴い、第一部分２１が端子
１０から引き離され、その分可動留具２０が第一方向Ｄ１の一方側（例えばＸ軸正側）に
移動する。第一部分２１が端子１０から離れると、第二部分２２が端子１０に近付く。逆
に、スクリュー３０を緩める方向に回転させると、ねじ部３１のうち端子１０と第一部分
２１との間に位置する部分が短くなる。これに伴い、第一部分２１が端子１０に近付き、
その分可動留具２０が第一方向Ｄ１の他方側（例えばＸ軸負側）に移動する。
【００１８】
　スクリュー３０の回転に応じた移動によって、可動留具２０は、上記第一状態と第二状
態とを切り替える。例えば可動留具２０は、端子１０と第二部分２２との間に導電部材Ｃ
Ｄ１が配置された状態にて、上記第一状態と第二状態とを切り替える。
【００１９】
　端子１０及び第二部分２２の少なくとも一方と導電部材ＣＤ１との間に隙間（第一方向
Ｄ１における隙間）がある状態においては、導電部材ＣＤ１が端子１０に接した状態に保
持されない。すなわち、端子１０に対する導電部材ＣＤ１の接続状態が上記第二状態であ
る。このように、本構成においては、端子１０及び可動留具２０の少なくとも一方と導電
部材ＣＤ１との間に第一方向Ｄ１における隙間がある状態が、上記第二状態に相当する。
【００２０】
　上述のように可動留具２０がＸ軸正側に移動すると、第二部分２２が端子１０に近付く
。導電部材ＣＤ１が端子１０及び第二部分２２の両方に接するまで、第二部分２２を端子
１０に近付けると、導電部材ＣＤ１が端子１０に接した状態に保たれる。すなわち、端子
１０に対する導電部材ＣＤ１の接続状態が上記第二状態から上記第一状態に切り替わる。
このように、本構成においては、導電部材ＣＤ１が端子１０及び可動留具２０の両方に接
している状態が、上記第一状態に相当する。
【００２１】
　この状態において、可動留具２０の開口２６の少なくとも一部は、収容部４７内に位置
し、通気口５３，５４に連なる。第一状態において、上述のように可動留具２０がＸ軸負
側に移動すると、第二部分２２が端子１０から遠ざかり、第二部分２２と端子１０とに挟
まれていた導電部材ＣＤ１が解放される。すなわち、端子１０に対する導電部材ＣＤ１の
接続状態が上記第一状態から上記第二状態に切り替わる。
【００２２】
　ケース４０は、端子１０と、可動留具２０と、スクリュー３０と（以下、これらの一組
を「端子ユニットＵ１」という。）を収容する。ケース４０は、樹脂等の絶縁性の材料に
より構成されていてもよい。
【００２３】
　一例として、ケース４０は、第二方向Ｄ２において互いに対向する外壁４１，４２と、
第一方向Ｄ１において互いに対向する外壁４３，４４とを有する。外壁４３は、第一方向
Ｄ１の一方側（Ｘ軸正側）において外壁４１，４２を繋ぎ、外壁４４は、第一方向Ｄ１の
他方側（Ｘ軸負側）において外壁４１，４２を繋ぐ。
【００２４】
　このように構成されたケース４０は、導入部４５と、端子保持部４６と、収容部４７と
を有する。導入部４５、端子保持部４６及び収容部４７は、第一方向Ｄ１に沿って上記他
方側（Ｘ軸負側）から上記一方側（Ｘ軸正側）に順に並んでいる。導入部４５及び収容部
４７の間に位置する端子保持部４６は、端子１０を保持する。より具体的に、端子保持部
４６においては、外壁４１が端子１０の一端部を保持し、外壁４２が端子１０の他端部を
保持する。端子１０の上記一端部は、導入口５１が設けられた外壁とは逆側の外壁（図示
においては外壁４１）を貫通している。これにより、端子台１を含む装置内における端子
１０への配線が可能となっている。
【００２５】
　端子１０が端子保持部４６に保持されることで、収容部４７が第一方向Ｄ１において端
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子１０の一方側に並び、導入部４５が第一方向Ｄ１において端子１０の他方側に並ぶ。可
動留具２０の第一部分２１は、収容部４７内に位置し、第二部分２２は導入部４５内に位
置する。
【００２６】
　なお、収容部４７は、必ずしも第一方向Ｄ１において端子１０に並んでいなくてよい。
例えば、端子１０が設けられる領域と、収容部４７が設けられる領域とは、第一方向Ｄ１
において重複していてもよい。より具体的に、端子１０は収容部４７内に設けられていて
もよい。
【００２７】
　導入部４５は、第二部分２２と端子１０との間に導電部材ＣＤ１を受け入れる。より具
体的に、導入部４５においては、導電部材ＣＤ１を受け入れるための導入口５１が外壁４
１，４２の少なくとも一方（図示においては外壁４２）に設けられている。導入口５１は
、外壁４１，４２の両方に設けられていてもよい。
【００２８】
　収容部４７は、導入部４５の逆側において、可動留具２０の少なくとも一部を収容する
。収容部４７は、可動留具２０を収容するための収容空間Ｓ１を有し、収容空間Ｓ１が可
動留具２０の移動経路ＭＲ１に位置するように構成されている。
【００２９】
　収容部４７は、可動留具２０の少なくとも一部が第二状態において収容部４７外に位置
し、第一状態において収容部４７内に位置するように構成されていてもよい。一例として
、収容部４７は、第一部分２１と、第三部分２３及び第四部分２４の一部とを収容する。
上述のように、第二状態から第一状態への切り替えに伴って、可動留具２０はＸ軸正側に
移動する。
これに伴い、第三部分２３及び第四部分２４のうち収容部４７外に位置していた部分が収
容部４７内に進入する。すなわち、第三部分２３及び第四部分２４の少なくとも一部が第
二状態において収容部４７外に位置し、第一状態において収容部４７内に位置する。
【００３０】
　ケース４０は、収容部４７に設けられた通気口５３，５４を更に有する。通気口５３，
５４は、移動経路ＭＲ１に交差する第二方向Ｄ２に沿って収容部４７を貫通していてもよ
い。より具体的に、収容部４７においては、外壁４１に通気口５３が設けられ、外壁４２
に通気口５４が設けられている。通気口５３，５４は、第二方向Ｄ２に沿って端子台１を
通る通気経路ＦＲ１を構成する。
【００３１】
　通気口５３，５４が設けられている領域Ｒ３（通気口５３，５４の周縁により囲まれる
領域）と、上記第一状態において可動留具２０が占める領域Ｒ１及び上記第二状態におい
て可動留具２０が占める領域Ｒ２の少なくとも一方とが、第一方向Ｄ１において互いに重
複していてもよい。換言すると、領域Ｒ３のＸ軸座標の範囲（領域Ｒ３に含まれる点全て
のＸ軸座標の範囲）と、領域Ｒ１のＸ軸座標の範囲（領域Ｒ１に含まれる点全てのＸ軸座
標の範囲）とが重複していてもよいし、領域Ｒ３のＸ軸座標の範囲と、領域Ｒ２のＸ軸座
標の範囲（領域Ｒ２に含まれる点全てのＸ軸座標の範囲）とが重複していてもよい。図示
の例においては、領域Ｒ１と領域Ｒ３とが重複している。
【００３２】
　ケース４０は、第一方向Ｄ１に交差する方向（例えば第三方向Ｄ３）に沿って並ぶ複数
の通気口５３及び複数の通気口５４を有してもよい。ケース４０は、第一方向Ｄ１に沿っ
て並ぶ複数の通気口５３及び複数の通気口５４を有してもよい。通気口５３，５４の開口
面積は、導入口５１の開口面積に比較して小さくてもよい。
【００３３】
　収容部４７は、第一部分２１と共にスクリュー３０を収容する。図示のように、スクリ
ュー３０全体が収容部４７内に収容されていてもよいし、スクリュー３０の一部（例えば
頭部３２）が収容部４７外に位置していてもよい。すなわちスクリュー３０の少なくとも
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一部は、収容部４７内に設けられる。
【００３４】
　ケース４０は、スクリュー３０を操作するための開口５５を更に有してもよい。開口５
５は、例えば収容部４７において外壁４３に設けられる。開口５５を通して収容部４７内
に工具（例えばドライバ）を挿入することで、スクリュー３０を回転させて可動留具２０
を移動させる操作を容易に行うことが可能である。
【００３５】
　端子台１は、複数の端子ユニットＵ１を備えてもよい。例えば端子台１は、第三方向Ｄ
３に沿って並ぶ複数の端子ユニットＵ１を備えてもよい。ケース４０は、隔壁４８によっ
て、第三方向Ｄ３に沿って並ぶ複数のセルＣ４０に区画されていてもよく、複数の端子ユ
ニットＵ１は複数のセルＣ４０にそれぞれ収容されていてもよい。この場合、導入口５１
、通気口５３，５４及び開口５５は、セルＣ４０ごとに設けられる。
【００３６】
（２）スクリューの保持構造
　ケース４０は、スクリュー３０を収容部４７内に保持するように構成されていてもよい
。例えば、開口５５の内径が、スクリュー３０の頭部３２の外径に比べ小さくなっていて
もよい。
【００３７】
　ケース４０は、スクリュー３０を収容部４７内に保持にしつつ、必要に応じて収容部４
７内からのスクリュー３０の取り出しを可能とするように構成されていてもよい。以下、
その一例を示す。
【００３８】
　図２～４に示すように、開口５５の内径は、スクリュー３０の頭部３２の外径に比べ大
きい。ケース４０は、開口５５内に少なくとも一つの突起５６を有する。突起５６は、開
口５５の周縁から開口５５の中心側に突出している。突起５６の突出長は、頭部３２が開
口５５内を通過することができないように設定されている。このため、スクリュー３０が
突起５６によって収容部４７内に保持される。ケース４０は、開口５５内に複数の突起５
６を有してもよい。複数の突起５６は、開口５５の中心を取り囲むように並ぶ。
【００３９】
　突起５６は、第一部分２１が端子１０に接した状態においては、スクリュー３０により
破壊されないように構成されている。例えば、突起５６は、第一部分２１を端子１０に接
触させた状態にて、スクリュー３０を緩める方向に最大限回転させたとしても、頭部３２
から突起５６に作用する力が突起５６を破壊するレベルには達しないように配置されてい
る。頭部３２から突起５６に作用する負荷は、例えば端子１０から突起５６までの距離と
、スクリュー３０の長さとの関係により調節可能である。なお、「破壊」とは、スクリュ
ー３０を収容部４７内に保持できない状態にすることを意味する。破壊の具体例としては
、スクリュー３０を収容部４７に保持できない状態まで変形又は欠損させることが挙げら
れる。
【００４０】
　突起５６は、少なくとも第一部分２１が端子１０から最も離れた状態（第二部分２２が
端子１０に最も近付いた状態）においては、スクリュー３０により破壊可能となるように
構成されている。例えば、突起５６と端子１０との間隔は、スクリュー３０の全長と、第
一部分２１の厚さと、第一部分２１と端子１０との間隔の最大値との合計以上となってい
る。このため、少なくとも第一部分２１を端子１０から最も離した状態で、スクリュー３
０を緩める方向に回転させることで、スクリュー３０の頭部３２を突起５６に到達させ、
頭部３２によって突起５６を破壊し得る。
【００４１】
　このような構成によれば、次の手順でスクリュー３０を収容部４７内から取り出すこと
が可能となる。まず、図５に示すように、可動留具２０と外壁４４との間に規制部材ＢＴ
（例えばドライバの先端部）を挿入し、これにより可動留具２０が外壁４４から離れた状
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態に保つ。これにより、第一部分２１が端子１０から離れた状態に保たれる。この状態で
、図６に示すようにスクリュー３０を緩める方向に回転させ、頭部３２を突起５６に到達
させる。更に、図７に示すように緩める方向へのスクリュー３０の回転を継続させること
で突起５６を破壊する。これにより、収容部４７内からのスクリュー３０の取り出しが可
能となる。このような操作を行わない限り、スクリュー３０による負荷を突起５６に対し
て十分に発生させることはできないので、スクリュー３０は収容部４７内に確実に保持さ
れる。
【００４２】
（３）端子台の変形例
　上述したように、端子台は、端子と、導電部材を前記端子に接した状態に保持する第一
状態と、当該導電部材を解放する第二状態とを、移動により切り替える可動留具と、第一
状態及び第二状態の少なくとも一方において、可動留具の少なくとも一部を収容する収容
部と、収容部に設けられた通気口とを備えていればよく、その具体的な構成は以上に示し
たものに限られない。以下、端子台の変形例を示す。
【００４３】
　図８に示す端子台１Ａは、端子１０Ａと、可動留具２０Ａと、ケース４０Ａとを有する
。端子１０Ａは、導電部材ＣＤ１を接続するための要素であり、端子１０と同様に金属等
の導電性の材料により構成されている。一例として、端子１０Ａは、第一方向Ｄ１に交差
（例えば直交）した板状体である。
【００４４】
　ケース４０Ａは、端子１０Ａを支持する。ケース４０Ａは、端子１０Ａに並ぶ収容部４
７Ａを有する。端子１０Ａは収容部４７Ａ内に設けられていてもよい。ケース４０Ａは、
樹脂等の絶縁性の材料により構成されていてもよい。
【００４５】
　可動留具２０Ａは、例えばボルトであり、ねじ部２７と頭部２８とを有する。ねじ部２
７は、収容部４７Ａの逆側から端子１０Ａにねじ込まれている。可動留具２０Ａは、金属
等の導電性の材料により構成されていてもよい。可動留具２０Ａは、頭部２８と端子１０
Ａとの間に導電部材ＣＤ１が位置する状態で、上記第一状態と第二状態とを切り替える。
【００４６】
　端子１０Ａ及び頭部２８の少なくとも一方と導電部材ＣＤ１との間に隙間（第一方向Ｄ
１における隙間）がある状態においては、導電部材ＣＤ１が端子１０Ａに接した状態に保
持されない。すなわち、端子１０Ａに対する導電部材ＣＤ１の接続状態が上記第二状態で
ある。
【００４７】
　ねじ部２７を締め込む方向に可動留具２０Ａを回転させると、頭部２８が端子１０Ａに
近付く。導電部材ＣＤ１が端子１０Ａ及び頭部２８の両方に接するまで、頭部２８を端子
１０Ａに近付けると、導電部材ＣＤ１が端子１０Ａに接した状態に保たれる。すなわち、
端子１０Ａに対する導電部材ＣＤ１の接続状態が上記第二状態から上記第一状態に切り替
わる。
【００４８】
　第一状態において、ねじ部２７を緩める方向に可動留具２０Ａを回転させると、頭部２
８が端子１０Ａから遠ざかり、頭部２８と端子１０Ａとに挟まれていた導電部材ＣＤ１が
解放される。すなわち、端子１０Ａに対する導電部材ＣＤ１の接続状態が上記第一状態か
ら上記第二状態に切り替わる。
【００４９】
　ケース４０Ａの収容部４７Ａは、ねじ部２７のうち、可動留具２０Ａを貫通した部分を
収容する。ケース４０Ａは、収容部４７Ａに設けられた通気口５３Ａ，５４Ａを更に有す
る。通気口５３Ａ，５４Ａは、通気口５３，５４と同様に、移動経路ＭＲ１に交差する第
二方向Ｄ２に沿って端子台１Ａを通る通気経路を構成する。
【００５０】
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　図９に示す端子台１Ｂは、端子１０Ｂと、可動留具２０Ｂと、ケース４０Ｂとを有する
。端子１０Ｂは、導電部材ＣＤ１を接続するための要素であり、端子１０と同様に金属等
の導電性の材料により構成されている。一例として、端子１０Ｂは、第一方向Ｄ１に交差
（例えば直交）した板状体である。
【００５１】
　可動留具２０Ｂは、端子１０Ｂに重なる。可動留具２０Ｂは、金属等の導電性の材料に
より構成されていてもよい。端子１０Ｂの縁部と可動留具２０Ｂの縁部とは、ヒンジ６０
を介して接続されている。ヒンジ６０の中心軸は、第二方向Ｄ２に沿っている。可動留具
２０Ｂは、ヒンジ６０の中心軸まわりの回転可能である。可動留具２０Ｂのうちヒンジ６
０から離れた部分２９は、上記回転に伴い、第一方向Ｄ１において移動する。可動留具２
０Ｂは、部分２９と端子１０Ｂとの間に導電部材ＣＤ１が位置する状態で、上記第一状態
と第二状態とを切り替える。
【００５２】
　端子１０Ｂ及び部分２９の少なくとも一方と導電部材ＣＤ１との間に隙間（第一方向Ｄ
１における隙間）がある状態においては、導電部材ＣＤ１が端子１０Ｂに接した状態に保
持されない。すなわち、端子１０Ｂに対する導電部材ＣＤ１の接続状態が上記第二状態で
ある。
【００５３】
　部分２９が端子１０Ｂに近付く方向に可動留具２０Ｂを回転させ、導電部材ＣＤ１が端
子１０Ｂ及び部分２９の両方に接するまで、部分２９を端子１０Ｂに近付けると、導電部
材ＣＤ１が端子１０Ｂに接した状態に保たれる。すなわち、端子１０Ｂに対する導電部材
ＣＤ１の接続状態が上記第二状態から上記第一状態に切り替わる。
【００５４】
　第一状態において、部分２９が端子１０Ｂから遠ざかる方向に可動留具２０Ｂを回転さ
せると、部分２９と端子１０Ｂとに挟まれていた導電部材ＣＤ１が解放される。すなわち
、端子１０Ｂに対する導電部材ＣＤ１の接続状態が上記第一状態から上記第二状態に切り
替わる。
【００５５】
　ケース４０Ｂは、端子１０Ｂ及び可動留具２０Ｂを収容する。ケース４０Ｂは、樹脂等
の絶縁性の材料により構成されていてもよい。ケース４０Ｂは、収容部４７Ｂを有する。
収容部４７Ｂは、第一方向Ｄ１において端子１０Ｂに並び、可動留具２０Ｂの少なくとも
一部を収容する。端子１０Ｂは、収容部４７Ｂ内に設けられていてもよい。
【００５６】
　ケース４０Ｂは、収容部４７Ｂに設けられた通気口５３Ｂ，５４Ｂを更に有する。通気
口５３Ｂ，５４Ｂは、通気口５３，５４と同様に、移動経路ＭＲ１に交差する第二方向Ｄ
２に沿って端子台１Ｂを通る通気経路を構成する。図９においては、通気口５４Ｂが形成
される壁部が図示されていないので、通気口５４Ｂを二点鎖線で図示している。通気口５
３Ｂを図示する実線との重なりを防止するために、便宜上通気口５３Ｂに比べ通気口５４
Ｂが大きく図示されているが、これは通気口５４Ｂの大きさが通気口５３Ｂの大きさに比
べ大きいことを意味するものではない。
【００５７】
２．電力変換装置
　続いて、上述した端子台の電気機器への適用例として、上述した端子台を有する電力変
換装置について説明する。
【００５８】
（１）電力変換装置の構成例
　以下、図１０～１２を参照し、電力変換装置の具体的な構成例を示す。説明の便宜のた
めに、以下においては構成要素の配置関係を示す際に「上下」、「前後」、及び「左右」
を用いる。「上下」は、電力変換装置を所定の設置状態で用いる際の上下を意味し、「前
後」及び「左右」は、操作パネル（後述）側を前側とし、その逆側を後側とした方向を意
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味する。図示においては、Ｚ軸正方向が上方であり、Ｘ軸正方向が前方である。
【００５９】
　電力変換装置１００は、端子台１と回路素子１２１とを有する本体１１０を備える。本
体１１０は、複数の回路素子１２１を有してもよく、少なくともいずれかの回路素子１２
１は回路基板１２０に搭載されていてもよい。回路基板１２０は、回路素子１２１を含む
電力変換用の回路を構成する。複数の回路素子１２１のいずれかは、回路基板１２０から
離れた位置に配置されていてもよく、例えば後述のベース筐体１４０等に固定されていて
もよい。本体１１０において、端子台１と回路素子１２１とは、上記移動経路ＭＲ１に交
差する第二方向Ｄ２に沿って並んでいる。例えば、端子台１と回路基板１２０とが第二方
向Ｄ２に沿って並んでいる。回路素子１２１の具体例としては、トランス、抵抗、コンデ
ンサ、リレー及びマグネットコンタクタ等が挙げられる。
【００６０】
　本体１１０は、第一部分１１１と第二部分１１２とを有してもよい。第一部分１１１は
、気流を発生させるためのファン１１３を有する。第二部分１１２は、上記気流に交差す
る方向にて第一部分１１１との間を仕切られた部分である。端子台１と、少なくとも一つ
の回路素子１２１とは、第二部分１１２に設けられていてもよい。例えば、端子台１と回
路基板１２０とが第二部分１１２に設けられていてもよい。
【００６１】
　より具体的に、本体１１０は筐体１３０を有する。例えば筐体１３０は、ベース筐体１
４０と、第一カバー１５０と、第二カバー１６０と、第三カバー１７０とを有する。ベー
ス筐体１４０は、後方に開放される第一部分１４１と、前方に開放される第二部分１４２
とを有する。第一部分１４１及び第二部分１４２の間は隔壁１４３により仕切られている
（図１２参照）。第一部分１４１は、本体１１０の第一部分１１１を構成する。
【００６２】
　ファン１１３は、筐体１３０に設けられており、吸気口及び排気口のいずれか一方が筐
体１３０外に開口し、他方が筐体１３０内に開口している。例えばファン１１３は、第一
部分１４１の上部に取り付けられ、上下方向に沿った気流を形成する。第一部分１４１の
下部には通気口１４５が形成されている。通気口１４５は、ファン１１３により発生する
気流を通す。
【００６３】
　第二部分１４２には、回路基板１２０と端子台１とが設置される。端子台１は、第一方
向Ｄ１が前後方向に沿い、第二方向Ｄ２が上下方向に沿い、第三方向Ｄ３が左右方向に沿
った状態で、第二部分１４２の下部に設置される。回路基板１２０は、隔壁１４３に沿っ
た状態で、端子台１に対して上方に設置される。複数の回路素子１２１のいずれかは、隔
壁１４３を通って第一部分１４１内に突出していてもよい。第一部分１４１内に突出した
回路素子１２１は、ファン１１３の気流によって冷却される。
【００６４】
　第一カバー１５０は、前方から端子台１に被さる。第一カバー１５０は、導入口１５１
と、通気口１５２と、開口１５３とを有する。導入口１５１は、端子台１の導入口５１を
開放し、導入口５１内への導電部材ＣＤ１の導入を可能にする。通気口１５２は、通気口
５３，５４に連なって第二方向Ｄ２に沿った通気経路を構成する。開口１５３は、端子台
１の開口５５を開放し、前方からのスクリュー３０の操作を可能とする。
【００６５】
　端子台１が複数の導入口５１を有する場合、第一カバー１５０は複数の導入口５１にそ
れぞれ対応する複数の導入口１５１を有してもよい。第一カバー１５０は、複数の通気口
５３，５４が設けられている範囲（全ての通気口５３，５４を含む範囲）に亘って設けら
れた複数の通気口１５２を有してもよい。端子台１が複数の開口５５を有する場合、第一
カバー１５０は複数の開口５５にそれぞれ対応する複数の開口１５３を有してもよい。
【００６６】
　端子台１と第一カバー１５０とは、電力変換装置１００に対して導電部材ＣＤ１を接続
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するための入出力ポートＰ１を構成する。
【００６７】
　第二カバー１６０は、前方から第二部分１４２に装着され、入出力ポートＰ１を開放し
た状態で回路基板１２０を覆う。第二カバー１６０の下部は、入出力ポートＰ１によって
塞がれる。換言すると、第二カバー１６０の下部は端子台１によって塞がれる。ここで、
塞ぐとは、必ずしも、対象領域の全てを隙間なく塞ぐことを意味するものではなく、隙間
を残しつつ、当該領域の大半を塞ぐことを含む。第二カバー１６０の下部は端子台１によ
って塞がれるものの、端子台１は通気口５３，５４を有するので、第二カバー１６０の下
部には、図１３に示すように第二カバー１６０の内外を連通させる通気経路ＦＲ１が構成
される。
【００６８】
　第二カバー１６０は、上部に通気口１６１を有してもよい。この場合、第二カバー１６
０の上部にも第二カバー１６０の内外を連通させる通気経路ＦＲ２が構成される。更に、
第二カバー１６０は、左右の側部に通気口１６２を有してもよい。この場合、第二カバー
１６０の左右の側部にも第二カバー１６０の内外を連通させる通気経路ＦＲ３が構成され
る。
【００６９】
　図１０～１２に戻り、第三カバー１７０は、前方から第二カバー１６０に装着され、第
二カバー１６０及び入出力ポートＰ１を覆う。第二部分１４２と、第一カバー１５０と、
第二カバー１６０と、第三カバー１７０とは、本体１１０の第二部分１１２を構成する。
第二部分１１２は、第二部分１１２におけるファン１１３のように、吸気口及び排気口の
いずれか一方が筐体１３０外に開口し、他方が筐体１３０内に開口したファンを有しなく
てもよい。
【００７０】
　第三カバー１７０の前面には、オペレータ１８０が配置される。オペレータ１８０は、
ユーザによる電力変換装置１００への入力を受け付け、電力変換装置１００の内部情報を
表示する。オペレータ１８０は第三カバー１７０の前面に対して着脱自在であってもよい
。
【００７１】
（２）端子台と回路基板との位置関係
　以上に例示したように、端子台１と回路素子１２１とは、上記移動経路ＭＲ１に交差す
る第二方向Ｄ２（上下方向）に沿って並んでいてもよい。例えば、端子台１と回路基板１
２０とが第二方向Ｄ２に沿って並んでいてもよい。図１４に示すように、端子台１の通気
口５３，５４は、第二方向Ｄ２の一方側（上方又は下方）から見て、回路素子１２１と重
なる位置に設けられていてもよい。
【００７２】
　本体１１０は複数の回路素子１２１を有してもよく、複数の回路素子１２１は、第二方
向Ｄ２の一方側から見て互いに重ならないように配置された少なくとも二つの回路素子１
２１を含んでもよい。例えば、複数の回路素子１２１は、第二方向Ｄ２の一方側から見て
互いに重ならないように配置された二つのトランスを含んでもよい。
【００７３】
　上述したように、端子台１は、複数の通気口５３，５４を有し、第二方向Ｄ２に交差す
る少なくとも一方向（例えば第三方向Ｄ３）において、複数の通気口５３，５４は、複数
の回路素子１２１に比べ広範囲に亘って設けられていてもよい。すなわち、複数の通気口
５３の全てを含む領域Ｒ４と、複数の通気口５４の全てを含む領域Ｒ５とが、複数の回路
素子１２１の全てを含む領域Ｒ６に比べ、第二方向Ｄ２に交差する少なくとも一方向（例
えば第三方向Ｄ３）において広範囲に亘っていてもよい。当該一方向において、領域Ｒ６
の全域が領域Ｒ４に含まれていてもよく、領域Ｒ５に含まれていてもよい。
【００７４】
（３）固定具
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　電力変換装置１００は、本体１１０を設置箇所に固定するための固定具１９０を更に有
してもよい。固定具１９０は、本体１１０を設置箇所に固定するためのものであればどの
ようなものであってもよい。固定具１９０の具体例としては、ブラケットと、それを本体
１１０及び設置箇所に固定するためのボルトとが挙げられる。固定具１９０は、本体１１
０に直接ねじ込まれるボルトであってもよいし、本体１１０に設けられた雄ねじ部に装着
されるナットであってもよい。
【００７５】
　設置箇所とは、電力変換装置１００を利用する設備等において、本体１１０を設置する
箇所である。設置箇所の具体例としては、電力変換装置１００を用いたシステム（以下、
「電力変換システム」という。）の制御盤内等が挙げられる。
【００７６】
　電力変換システムの具体例としては、電動機又は発電機を含む回転電機の制御システム
等が挙げられる。
【００７７】
　図１５は、電力変換システム２００の一例を示す模式図である。図１５の例において、
電力変換装置１００の本体１１０は、電力変換システム２００のシステム筐体２１０内に
設置される。固定具１９０は、本体１１０をシステム筐体２１０の側壁に固定する。電力
変換装置１００は、固定具１９０が本体１１０を設置箇所に固定した状態において、端子
台１と回路素子１２１とが鉛直方向に並ぶように構成されていてもよく、端子台１と回路
基板１２０とが鉛直方向に並ぶように構成されていてもよい。一例として、電力変換装置
１００は、固定具１９０が本体１１０を設置箇所に固定した状態において、端子台１が回
路素子１２１の下に位置するように構成されていてもよく、端子台１が回路基板１２０の
下に位置するように構成されていてもよい。
【００７８】
　以上に例示したように、電力変換システム２００は、回路素子１２１と、鉛直方向に沿
って回路素子１２１に並ぶ端子台１とを有する電力変換装置１００を備えてもよい。図１
６に示すように、電力変換システム２００は、複数の電力変換装置１００を備えてもよく
、複数の電力変換装置１００は、下方から見て、隣り合う電力変換装置１００の通気口５
３，５４同士が重ならないように、鉛直方向に交差する方向に沿って並んでいてもよい。
一例として、複数の電力変換装置１００は、本体１１０同士が水平方向において互いに重
複しないように配置されていてもよい。例えば複数の電力変換装置１００は、水平方向に
沿って一列に並んでいてもよい。
【００７９】
３．本実施形態の効果
　以上に説明したように、電力変換装置１００は、導電部材ＣＤ１を接続するための端子
台１を備え、端子台１は、端子１０と、導電部材ＣＤ１を端子１０に接した状態に保持す
る第一状態と、当該導電部材ＣＤ１を解放する第二状態とを、移動により切り替える可動
留具２０と、第一状態及び第二状態の少なくとも一方において、可動留具２０の少なくと
も一部を収容する収容部４７と、収容部４７に設けられた通気口５３，５４とを有する。
【００８０】
　この端子台１によれば、可動留具２０が収容部４７に収容されるので、可動留具２０に
対する異物の接触が抑制される。収容部４７には通気口５３，５４が設けられているので
、電力変換装置１００の筐体の壁を端子台１に近付けたとしても、通気経路を確保できる
。従って、通気経路を確保しつつ、電力変換装置１００の筐体の壁を端子台１に近付ける
ことで、電力変換装置１００の小型化を図ることができる。
【００８１】
　電力変換装置１００は、電力変換用の回路素子１２１を更に備えてもよく、端子台１と
回路素子１２１とは、可動留具２０の移動経路ＭＲ１に交差する第二方向Ｄ２に沿って並
び、通気口５３，５４は、第二方向Ｄ２の一方側から見て、回路素子１２１と重なる位置
に設けられていてもよい。この場合、通気口５３，５４を通る気流が回路素子１２１の周



(13) JP 6061049 B1 2017.1.18

10

20

30

40

50

囲を通過し易くなるので、より確実に回路素子１２１の放熱を促すことができる。
【００８２】
　電力変換装置１００は複数の回路素子１２１を備え、複数の回路素子１２１は、第二方
向Ｄ２の一方側から見て互いに重ならないように配置された二つの回路素子１２１を含ん
でいてもよい。この場合、通気口５３，５４を通った気流が、二つの回路素子１２１のい
ずれに対しても、他方の回路素子１２１を経ることなく到達する。或いは、二つの回路素
子１２１のいずれを通過した気流も、他方の回路素子１２１を経ることなく通気口５３，
５４に到達する。このため、二つの回路素子１２１のいずれを熱源とする熱も、他方の回
路素子１２１に大きな影響を及ぼすことなく排熱される。従って、より確実に回路素子１
２１の放熱を促すことができる。
【００８３】
　端子台１は、複数の通気口５３，５４を有し、第二方向Ｄ２に交差する少なくとも一方
向において、複数の通気口５３，５４は、複数の回路素子１２１に比べ広範囲に亘って設
けられていてもよい。この場合、複数の回路素子１２１が設けられている範囲に比べ広い
範囲に亘って、通気口５３，５４を通る気流を発生させることができる。従って、より確
実に回路素子１２１の放熱を促すことができる。
【００８４】
　電力変換装置１００は、回路素子１２１及び端子台１を含む本体１１０と、本体１１０
を設置箇所に固定するための固定具１９０とを備え、固定具１９０が本体１１０を設置箇
所に固定した状態において、端子台１と回路素子１２１とが鉛直方向に並ぶように構成さ
れていてもよい。端子台１の通気口５３，５４によって、回路素子１２１を通る鉛直な通
気経路ＦＲ１が構成される。これにより、鉛直方向に沿った自然対流が生じ易くなるので
、より確実に回路素子１２１の放熱を促すことができる。
【００８５】
　固定具１９０が本体１１０を設置箇所に固定した状態において、端子台１が回路素子１
２１の下に位置するように構成されていてもよい。この場合、端子台１内の端子１０等へ
の異物接触をより確実に防止できる。
【００８６】
　電力変換装置１００は、気流を発生させるためのファン１１３を有する第一部分１１１
と、ファン１１３による気流に交差する方向にて第一部分１１１との間を仕切られた第二
部分１１２とを備えてもよく、端子台１は第二部分１１２に設けられていてもよい。この
場合、ファン１１３による冷却効果が得られ難い第二部分１１２に通気性の端子台１を設
け、これにより第二部分１１２における放熱性を高めることで、より確実に回路素子１２
１の放熱を促すことができる。
【００８７】
　例えば、特に冷却を要する回路素子１２１を第一部分１１１内に配置し、ファン１１３
の気流によってこれを冷却し、他の回路素子１２１については第二部分１１２内の自然対
流によって冷却することができる。このように、上記他の回路素子１２１を第二部分１１
２内にて冷却可能とすることで、ファン１１３による強制空冷効果を上記特に冷却を要す
る回路素子１２１に集中させることができる。従って、より効率的でより確実な放熱を行
うことができる。
【００８８】
　第一状態及び第二状態の少なくとも一方において可動留具２０が占める領域Ｒ１，Ｒ２
と、通気口５３，５４が設けられている領域Ｒ３とが、可動留具２０の移動経路ＭＲ１に
沿う方向において互いに重複していてもよい。この場合、可動留具２０を収容するための
部分をより確実に通気経路として利用することができる。このため、より確実に端子台１
を小型化することができる。
【００８９】
　収容部４７は、可動留具２０の少なくとも一部が第二状態において収容部４７外に位置
し、第一状態において収容部４７内に位置するように構成されていてもよい。この場合、
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可動留具２０のうち収容部４７外に位置する部分が、第二状態に比べて第一状態において
小さくなる。従って、導電部材ＣＤ１が端子１０に接続される実使用状態において、異物
の接触がより確実に抑制される。
【００９０】
　可動留具２０は、第一状態において収容部４７内に位置し、通気口５３，５４に連なる
開口２６を有してもよい。この場合、第一状態における端子台１の通気性を更に高めるこ
とができるので、より確実に回路素子１２１の放熱を促すことができる。
【００９１】
　端子台１は、収容部４７内に少なくとも一部が設けられ、可動留具２０を移動させるス
クリュー３０を更に有してもよい。この場合、収容部４７がスクリュー３０の収容部を兼
ねることとなるので、スクリュー３０を用いて可動留具２０を移動させるタイプにおいて
、端子台１のより一層の小型化が可能となる。
【００９２】
　以上、実施形態について説明したが、本発明は必ずしも上述した実施形態に限定される
ものではなく、その要旨を逸脱しない範囲で様々な変更が可能である。例えば、端子台１
の適用対象は、必ずしも電力変換装置に限られない。端子台１は、導電部材を接続するた
めのポートを必要とし、熱源を内蔵した電気機器であればいかなるものにも適用可能であ
る。例えば端子台１は、ブレーカ、遮断器、制動抵抗ユニット、ヒューズホルダ等にも適
用可能である。
【符号の説明】
【００９３】
　端子台…１,１Ａ,１Ｂ、端子…１０,１０Ａ,１０Ｂ、可動留具…２０,２０Ａ,２０Ｂ、
スクリュー…３０、導電部材…ＣＤ１、移動経路…ＭＲ１、収容部…４７,４７Ａ,４７Ｂ
、通気口…５３,５４,５３Ａ,５４Ａ,５３Ｂ,５４Ｂ、電力変換装置…１００、回路基板
…１２０、本体…１１０、回路素子…１２１、ファン…１１３、固定具…１９０、電力変
換システム…２００。
【要約】
【課題】小型化を図ることが可能な電力変換装置及び電力変換システムを提供する。
【解決手段】電力変換装置は、導電部材ＣＤ１を接続するための端子台１を備え、端子台
１は、端子１０と、導電部材ＣＤ１を端子１０に接した状態に保持する第一状態と、当該
導電部材ＣＤ１を解放する第二状態とを、移動により切り替える可動留具２０と、第一状
態及び第二状態の少なくとも一方において、可動留具２０の少なくとも一部を収容する収
容部４７と、収容部４７に設けられた通気口５３，５４とを有する。
【選択図】図３
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【図３】 【図４】
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【図５】 【図６】

【図７】 【図８】
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【図９】 【図１０】

【図１１】 【図１２】
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【図１３】 【図１４】

【図１５】 【図１６】
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